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　本地域内の観光案内所や医療
機関、宿泊施設等（ホテル旅館
等）において、観光案内所等職員
のサポートの下、Webサイトにより
旅行商品を販売することを認め
る。また、観光案内所等での旅行
商品の料金収受を認める。
　本措置を講じることで、訪日外国
人が宿泊の空き時間等を活用して
現地ツアーに参加する機会の増
大が見込まれる。これにより、日
本の印象がさらに良いものとなる
ことが期待されることから、総合特
区の目的である「国際医療交流の
推進」及び「訪日外国人へのホス
ピタリティ向上及び誘客促進」に寄
与するものと考える。
　なお、販売する商品については、
旅行業務取扱管理者が管理して
造成された募集型企画旅行商品
とし、販売窓口で旅行商品の内容
は変更しない。また、観光案内所
等には、旅行商品の販売に関し最
低限必要なカリキュラムの研修を
修了した者を置くこととする。

 本地域に診療目的で来日した患者及び同伴者
には、訪日の機会を通じ、診療の空き時間に日
本を体験したいという潜在的なニーズがある。
また、本地域は関西国際空港の対岸にあること
から、訪日外国人の最初又は最終の宿泊地と
なることが多いため、宿泊時の空き時間に日本
を体験したいという潜在的なニーズもある。さら
に、関西空港は、国際線・国内線が就航する空
港として、トランジット客が数多く存在する上、今
後も、LCCをはじめとした新規路線・便数の充
実や東南アジア諸国の発展等により、さらなる
集客増が見込まれている。
 そこで、ツアーの取り扱い窓口を訪日外国人
の目に触れる機会が多い観光案内所等に置く
ことを関係機関とともに検討しているが、旅行
業務取扱管理者の合格率は約３割程度と、必
要な人数の確保が困難なことが課題となってい
ることから、本提案に至った。
 なお、本地域は、日本の印象形成に大きな影
響を与える地域であることから、本措置を講じ
ることは、地域にとっても国にとっても重要な問
題と考えている。
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【健康や医療目
的の訪日観光促
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【ホスピタリティ・
地域魅力の向上
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２回目

提案内容について、旅行者のニーズがどのくらいあるか、また、継続的に採算
が取れるものかといった疑問点に対する客観的かつ定量的なデータの提示
と、ビジネスモデルの実現可能性についての精査が必要。
また、消費者保護の担保の方法について、関係者の意見を踏まえ、再度検討
を要請したところ。

観光庁観光
産業課

旅行業法第二条第一項第九
号、第三条

Z ― ― ―１回目

国土交通省

回数

担当省庁の見解担当省庁の見解記入欄

【省庁の見解における「対応」欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示　Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

総合特区名 提案事項名 整理番号
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b 　ご指摘いただいた事項について検討の上、改めて提示させていただきますので、当該事項をもって規制の特例措置の可否を検討いただける
ようお願いいたします。

○自治体は要望の実現に向けて、旅行者のニーズ、継続的な採算性について客観的かつ定量的なデータを提示し、ビジネスモ
デルの実現可能性の精査を行い、消費者保護の担保の方法について、関係者の意見を踏まえて検討を行うことが必要である。
一旦協議を終了するが、上記について検討等を行った上で、次回以降に観光庁と改めて協議を行うこと。

○次回協議までに、観光庁は、提案を実現するための具体的、定量的な要件整理を行うこと。

ⅴ

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【整理フラグ欄 内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの
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